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� はじめに

わが国の高齢化は現在急速に進んでおり、���度から
介護保険制度が施行されている。高齢者が介護や支援が
必要な状態になっても、地域で安心して生活を送ること
ができるようにするためには、要援護高齢者のニーズを
速やかに把握し、需要に見合った「質」と「量」のサー
ビスの供給がなされるべきである。しかし現状では需要
に対しあるべき場所に供給量が確保されているとはいえ
ないのではないか。そこで、本研究では、上記の問題点
について、基準年を ���年、目標年を五年後の ���年
と設定し、最寄の施設を利用することが利用者の満足度
を高めると仮定し、複数種類の高齢者保健福祉施設の最
適配置に基づいて解決したい。ここで、目標年における
各区のサービス種別の最適配置解を求めるために、研究
をおおまかに次の �段階に分けて進める。

�� 目標年における対象地域全体での各サービス種別利用
者数を予測し、それと基準年における総施設容量（総
定員数）と比較し、目標年迄に対象地域全体において
各種サービス毎に、いくつずつ施設を新設すべきかを
算出する。

�� 上で得られた対象地域全体での増設施設数をもとに、
各区にいくつずつ新設施設を置くか、区別最適施設配
分、配置を求める。

� 問題の説明

��� 分析対象地域
本研究の対象地域は名古屋市緑、南、天白区の隣接 �区とし
た。モデルの単純化のために、対象地域においては、移動が、
緑 � 南、南� 天白、天白 � 緑　の区間のみで起こってい
ると仮定する。

��� 分析対象サービス
介護保険制度が適用される高齢者保険福祉サービスの中から
自宅で生活をしながら、ここでは、在宅サービスからホームヘ
ルプサービス、デイサービス、ショートステイの �種類を、施
設サービスからは老人福祉施設（以下特別養護老人ホームと呼
ぶ）、老人保健施設、介護療養型医療施設の �種類を考える。

� 定式化

��� 記号の定義
添字集合
� � �� � �は研究対象地域の添字集合 �

��区 �� 南区� �� 緑区� �� 天白区�

� � �� � � は施設サービスの添字集合 �

�� 施設　 �� 特養ホーム� �� 老人保健� �� 療養型医療 �

� � �� � �は在宅サービスの添字集合 � �� 在宅施設　 ��ホー
ムヘルプ� �� デイサービス� �� ショートステイ�

変数
���：�区に新設される � 種の施設数［個］
��：�区に新設される療養型医療施設数［個］
���：�区に新設される �在宅種別施設数［個］

	���：�区に設置の � 種の施設を利用する 
 区在住の施設サー
ビス利用者［人］
���：�区に設置の療養型医療施設を利用する 
 区在住のサー
ビス利用者［人］
����：�区に設置の � 在宅サービス施設を利用する 
 区の在宅
サービス利用者［人］
定数

�� � �区と 
 区との間の距離 	
�� 　
�� � 新設すべき � 種施設総数 	個�　
� � 新設すべき療養型医療施設総数 	個�

�� � 新設すべき在宅サービス施設総数 	個�

��� � � 種施設を利用する 
 区在住の利用者総数 	人�

�� � 療養型医療施設を利用する 
 区在住の利用者総数 	人�

��� � �種在宅施設を利用する 
 区在住の利用者総数 	人�

�� � 新設する � 種施設の定員数 	人�

� � 新設する療養型医療施設の定員数 	人�

�� � 新設する � 種在宅サービス施設の定員数 	人�

���� � 基準年における � 区の � 種施設の総定員数 	人�

��� � 基準年における �区の療養型医療施設の総定員数 	人�

���� � 基準年における �区の �種在宅施設の総定員数 	人�

��� 目的関数
目的関数は「施設利用者及び在宅施設利用者の施設までの総
移動距離の最小化」であるため、 総移動距離は � 各利用者
の施設までの移動距離 � � �移動人数（利用者数）� と表さ
れ、これを最小とする、各サービスの区別目標新設施設数と
サービス利用のための移動人数の分配を求める。よって、目的
関数は以下のように与えられる。
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��� 制約条件
����� 施設種別新設施設数条件
基準年から目標年までの新設施設数には、満たすべき目標数
の制約があるとする条件を表す。定数 �� � �� �� の各値は、目
標年迄に対象地域全体で新設すべき施設目標施設数を用いる。
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����� 需要条件
�区いずれの区の施設利用対象者も、３区内にあるいずれか
の施設が利用可能であることを表す。
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����� 施設容量条件
各区の各施設に対する総需要が、施設容量以下であることを
表す。定数 ���� � �

�

� � �
�

�� の各値には、最大施設容量として基準
年における各介護サービス施設総定員数を用いる。
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����� 非負条件
新設される施設数、施設サービス利用者数人は負にはなら
ない。

��� � �� �� � �� ��� � �� 	��� � �� ��� � �� ���� � � ����

� 使用するデータについて

移動区間距離　
��

異区間距離については、地図上で座標をとり、各区役所間距離
を測定しこれを平均移動距離とした。同区内での移動について
は、各区の面積が等しくなる円を書き、このときの半径を平均
移動距離とした。

目標年における各サービス利用者数 	���� ���� ����

過去の「サービス種別利用人数データ」�名古屋市健康福祉局高
齢福祉部介護保険課�を使用した過去のデータを使い �����統
計ソフトで近似曲線のあてはめを行い予測した。いずれも、高
い �� 値を保ちながら、単純な一次式の式に収束した。区別の
統計データが入手できなかったため、ここで、名古屋市全体の
予測値を使って、対象地域に限定した予測値を算出した方法を
記す。名古屋市が毎年統計をとっている、区別の要介護認定者
�要支援、要介護 �～�）数の過去４年分のデータを使用し、名
古屋市全体での合計人数を �（��� ％）としたときの、各区の
合計人数の割合を各年度毎に算出し、その平均をとった。以上
から、本研究では名古屋市全体の要介護認定者総数を１とした
ときに、各区では、南区：�����、緑区：�����、天白区� ������

という比率になると仮定している。
　　
新設するサービス施設の定員数 ��� �� ��

これには、名古屋市名古屋市健康福祉局高齢福祉部介護保険課
「��� 介護サービス施設・事業所調査結果速報」から、統計資
料「（病床数）規模別にみた施設数、及び構成割合（平成 ��年
１ � 月）」と「居宅サービス利用人員階級別事業所数の構成割
合（平成 ��年１ �月）」のそれぞれの構成割合を参考に、平均
値とモードの値を算出した。

目標新設施設数 ��� �� ��

基準年における各高齢者保健福祉サービス施設総容量（総定員
数）と、目標年におけるサービス予測利用者数を比較し、目標
年に予想される供給量過不足を把握する。これをそれぞれの施
設ひとつ当たりの定員数で割ることにより、目標年迄に、新設
すべき施設数を算出する。

� 解法 �整数計画法�と実行結果

統計ソフト �����を利用し、目的関数の最小化問題を解く。
本モデルは施設数を整数変数、施設定員数を連続変数とする混
合型整数計画モデルである。実行結果は以下のようになった。

表 �� 最適解：目標年までの新設設備数

サービス名 地区全体 南区 緑区 天白区
特養ホーム � � � �

老人保健施設 � � � �

療養医療型施設 �	 �� � ��

　ホームヘルプ 
� �� � �

デイケア �� �� � �

ショートステイ �� �� � �

主に南区に新設整備数が配分されるという結果になった。各
区において、目標年において供給量不足が予測される場合、優
先的に不足分を補うためにまず、区内に新設施設が確保され
る。また、緑区の新設施設数は全てのサービスにおいて０と出
た。利用者の区間移動の状況をみると、緑区の基準年から目標
年までの増加サービス利用者は、南区に新設される施設を利用
することになる。これは、緑⇒南 区間移動係数が緑区内移動
の ������と比較し、������と短いために、目的関数である
利用者の総移動距離を最小化するために、本来、緑区在住の利
用者の新需要を満たすための供給量を確保する新施設が、南区
に整備されるという結果になっている。各サービス対象地域
全体での整備充実度をみると、介護老人保健施設以外の全施設
において目標年において充実度が高まっていることがわかる。
しかし、緑区において新設施設が配置されないことから各区間
における充実度の格差は広がっており、「区ごと」で施設整備
を考える場合には、今回の実行結果はあまり有効ではないこと
がわかる。

� おわりに

今後の主な課題と改善点について述べる。サービス施設利用
者の移動の範囲について、本来、介護サービスの利用に伴う移
動 �特に施設サービスの場合�は市外、県外にまで及んでいる。
利用者の移動のモデルなどを組み込みむことができれば、もっ
と実際に近い最適解が得られると思う。また地域の分割も、区
単位より細かく、例えば丁町目単位にすることも、今後の検討
課題である。
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